
より実効性の高いBCPの策定と運用を目指す！

県内中小企業の経営者、実務担当者等

テクノサポート岡山 研修棟 中会議室（岡山市北区芳賀5301）

対 象

定 員

会 場

●プロフィール

様々な分野でのビジネス経験を活かし、2013年より「ＢＣＰの策定

と運用支援」、「訓練やセミナーを通したＢＣＰの普及啓発」の活動

をスタートした。「いざという時に使えるＢＣＰ」を指針として活動

している。製造業、物流業、販売業、建設業等の中小企業や病院等

100例以上の実績を持ち、国土強靱化地域連携ワークショップの企

画･実施や、中小企業団体中央会のＢＣＰ策定事業支援にも携わる。

（資格：BCAO認定事業継続主任管理士・
日本防災士機構認定防災士）

各回２０名（先着順)

地震や風水雪害、土砂災害、感染症の蔓延等の有事の際に、その影響から迅速に立ち直るために、
各企業の強靭性を高め、危機に対応できる力を養う実践的な内容となっております。

◆ 気付きを得る！ 災害への対応計画の必要性
危機対応スキルの現状

◆ BCPの基礎知識を得る！ この機会にぜひご参加ください。

主催 岡山県・(公財）岡山県産業振興財団

BCRマネジメント

代表

近藤 寿史 氏
こんどう ひさし

1. 図上災害模擬訓練の実施（体験）
⚫ 仮想企業の災害対策本部要員の役割を通

して、災害発生時を想定したシナリオへ
の対応を模擬体験していただきます。

2. グループ討議
⚫ ご参加者の危機対応スキルの検証
⚫ 事業継続に向けた課題・・・等

3. 訓練の振り返り

4. BCPの概要解説
⚫ BCPとは？
⚫ 防災とBCPの関係とは？
⚫ BCPの取組みポイントとは？
⚫ 目指したいBCPとは？、、等

事業継続計画（Business Continuity Plan） とは？ 

企業が感染症や自然災害、テロ攻撃などの緊急事態に備え、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の

継続又は早期復旧を可能とするために、事前に策定する計画のことです。

実施内容(予定)

※両日ともに同様の内容となります。

講 師

BCP訓練講座

９月１8日（水）１３：００～１７：００

申込締切 令和６年 9月10日（火）

１０月１日（火）１３：００～１７：００

申込締切 令和６年 9月24日（火）

※オンライン対応はありません。

講座の詳細は、
右の2次元コードより
ホームページでも
ご覧いただけます

※1社あたり最大3名までご参加いただけますが、

定員に達した場合は、参加人数の調整をさせていただく場合があります。

岡山県委託事業

令和６年

令和６年



受講申込方法

【 PC・スマートフォンからお申込みの場合】

下記二次元コードから登録または、下記URLよりお申込みフォームに参加情報をご記入の上、お申込みください。

URL： https://www.optic.or.jp/okayama-ssn/event_detail/index/3324.html

【FAXからお申込みの場合】

受講申込書に必要事項を記載の上、０８６‐２８６‐９６２７ までお申し込みください。

【BCP訓練講座 受講申込書】
岡山県産業振興財団 経営支援部 中小企業支援課 瀬尾・德永行

【お問い合わせ先】
公益財団法人岡山県産業振興財団 経営支援部 中小企業支援課 担当 : 瀬尾・德永
TEL : 086-286-9626 FAX : 086-286-9627  E-mail : sinfo@optic.or.jp

※取得した個人情報は、当セミナー運営のほか、岡山県や（公財）岡山県産業振興財団等が行うアンケート調査の目的で使用する
 場合があります。 なお、本人の許可なく、第三者に開示・提供することはありません。

希望日

会社名

申込
責任者

ふりがな

部署・役職
部署：

氏  名
役職：

連絡先
TEL： E-mail：

FAX：

その他の
参加者氏名

所在地

〒   －

業種

該当する業種を〇で囲んでください。

①農業 ②林業 ③漁業 ④建設業 ⑤製造業 ⑥運輸業

⑦卸売・小売業 ⑧飲食業・宿泊業 ⑨医療・福祉 ⑩サービス業

⑪その他（  ）

BCP策定 策定済 ・ 策定中 ・ 未作成

その他
お問い合わせ

・第1弾 令和６年９月１８日(水) 開催（受付締切：令和６年9月10日(火)）

・第2弾 令和６年１０月１日(火) 開催（受付締切：令和６年9月24日(火)）

希望する日程を〇で囲んでください（両日同様の内容です）

役職：

部署： ふりがな

氏  名役職：

部署： ふりがな

氏  名
※参加者全員分の氏名をご記入ください

※取得した個人情報は、当セミナー運営のほか、岡山県や（公財）岡山県産業振興財団等が行うアンケート調査の目的で使用する
 場合があります。 なお、本人の許可なく、第三者に開示・提供することはありません。
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